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できるようにするだけで良いのか。知ってから
できるが大事なはずである。それを前提にして，
一体何をどうしようとしているのか。

柳田雅明
青山学院
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かけがえのない主体として自身で「知り」「わかって」か
ら「できる」ようにするため，特に養成課程において，何
が共通して取り組まれ，その際何の性質を有する教材・施
設・設備をどのように利活用しているのか。そして，その
目的をかなえうるのに国・領域を超え共通する条件とは何
か。

• みなさまは，この問いを，どう捉えどうお考えになりますか。
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• たしかに，幼い子どもが「できた」時，その喜びは子ども本
人ばかりか保護者そして教育者にとっても大きい。しかし年
齢を重ねていけば，「できていればわかっていなくとも良
い」では，かけがえのない主体として自身で知りわかり考え
ることに欠ける。それでは，与えられた状況に対応すること
をできるようにするだけになる。

• このような状況を克服することに資する知見を学術に裏打ち
して得たいというのが，本話題提供において根本とする問題
意識である。
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• では，どこから切りこんでいくのか。本話題提供では，「で
きる」を支える「わかる」の大前提となる「知る」を切り口
とする。

• 「どのような学び手にも系統知学習機会を権利保障するこ
と」に関する議論が，職業専門知保障に関するリーザ・
ウィーラハン(Leesa Wheelahan)の2007年学術論考を端緒に
盛んになっている。そこでは，「知る」を忽せにしない「わ
かる」を欠かせない土台にして「できる」ようにする実践が
強調される。
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https://dx.doi.org/10.1080/
02660830.2007.11661548

5



6

• その論は，カリキュラム研究で知られる社会学者マイケル・
F・D・ヤング(Michael F. D. Young)が，対象とする教育領域
を拡張してさらに発展させ，職業教育・能力開発のみならず，
初中等教科教育さらには平和教育(Pettigrew, 2018)へと広が
る。

• ところが，その発想・理念とそれに基づく実践をどう学術的
に検討するのかは，実証による研究がまだ見出しがたく，ま
さにこれからである(Deng, 2020; Hordern, 2022)。
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• 本話題提供で扱う研究対象は，実践に取り組む当事者である。

• そこで当事者自身が，自身の取り組みを自身で研究するのが，
基本となるあり方である。

• このような「当事者研究」として知られるのが，医学者・熊谷
晋一郎そして「べてるの家」での取り組みである。

7



8

https://www.rcast.u-
tokyo.ac.jp/ja/research/kumagaya_lab.html
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9https://urakawa.bethel-net.jp/aboutus
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https://urakawa.bethel-net.jp/aboutus
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青山学院大学図書館(旧女子短期大学)蔵書を
話題提供者柳田がスキャン
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• 英語圏での教員教育・養成・研修において，セルフスタディ
(self-study)との術語のもと，実践当事者がまず自らの取り
組みについて学術研究の対象と見なして探求する取り組みが，
いわば一つの学問領域となっている。
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https://research.monash.edu
/en/persons/john-loughran
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• 日本の教師教育においても，セルフスタディが浸透してきて
いると言える（特に現職教員の大学院修学で）。実践や研究
をする当事者たちが，悩みや葛藤，あるいは喜びなどを率直
に語り合うセミナーシリーズなども行われている。
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専修大学図書館蔵書を話題提供者柳田が
スキャン
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https://note.com/nobukot/n/na5a01d822e42
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編著者が話題提供者柳田に恵送したものを
スキャン 17
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https://evri.hiroshima-u.ac.jp/26840
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https://evri.hiroshima-u.ac.jp/26840
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• 今回話題提供した次の問いへの答えに至ろうとするのは，研究対象を養成
者側とすることから始めるのが，学び手側から始めるよりやりやすいと想
定している。

かけがえのない主体として自身で「知り」「わかって」から「できる」よ
うにするため，特に養成課程において（提供者・受講者それぞれの立場あ
り），何が共通して取り組まれ，その際何の性質を有する教材・施設・設
備をどのように利活用しているのか。そして，その目的をかなえうるのに
国・領域を超え共通する条件とは何か。

• なぜなら，養成者側には，学術研究に関してすでに（ある程度は）修練を
経ていると想定できるからである。そのことが，自身の養成取り組みを学
術上位置づけるに際して有益な基盤となることを期待している。もちろん
自身をいかに学術上対象化・客体化ができるのかが重要な課題となる（現
職研修に関する取り組みでも同様に）。
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• 研究方法は，この表各欄に該当する教員・指導員の養成取り組みにおいて，
「知る」「わかる」「できる」という観点から教育内容をどう取捨選択・
運用しているのかを，(1)教材や受講生レスポンスシート・ノート等実践資
料検討，(2)養成者・受講生半構造化インタビューそして(3)実際に展開され
ている授業の観察という3手法を混合して用いる。

• 研究対象者は，学術研究者かつ養成当事者である。養成それぞれにはたし
かにかなりの違いがあってはいても，まさに「当事者研究」に取り組み，
「自分の苦しみや困りごとのパターンについて，客観的に観察」しつつ，
「科学として」だけでは取り組めない現実に向き合い，「実践的教育学」
（広田, 2009）としてのあり方のもとに問いへの答えを探求しようとしてい
る。

• それぞれの専門性とかみ合わせつつ，相互現地訪問での授業観察も行う
（日本語を使わない参画者には，英語を教授言語に用いる取り組みもしく
は日本語文字起こしの英訳を確保）。
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学術上の意義が本話題提供で扱う内容にある
と本話題提供者が考えているもの

• 検討対象が，一貫した比較研究の枠組みのもと，より的確に客体化
できる（次ページ表に示す通り，対象領域の違いに加えて国別で）

→ 学術研究としての妥当性向上（実践上有益性も含めて）

• 職業能力開発指導者養成への対象領域拡張，そしてそれがもたらす
教員養成・研修さらには当事者研究一般へのフィードバック

→ 学術研究有効範囲拡張への期待（実践上相乗効果も含めて）
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• 職業能力開発指導員の養成・研修は，国民としての義務「勤
労」を果たせるよう権利として保障することにとって欠かせな
い営みである。そのことは，教育権に関わる教員養成の場合よ
りも直接，基本的人権保障へと結びつく。

• 当事者研究を行うに際して，当事者以外の利害関係者から求め
られる切迫度が，公共職業能力開発指導員における養成・研修
の方が，障害者や学校教員養成・研修の場合よりも，短期に見
いだせうる公益が着目されるといった理由により大きくなると
話題提供者・柳田は予想する。

→ その確認を本話題提供を機に希望する。
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• 既存の取り組みをいわば後付けで整理・省察するだけなく，事
前に計画して実施する展開を軸とする点において，本研究は画
期的と言える。
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公共職業能力開発
(かけがえなき働く
主体として「知
る」「わかる」を
軸に)

理科
(かけがえなき人
としてのあり方と
深く結びつく宗教
と性の教育とも関
連させて)

社会科
( 市 民 と し て
「知り」「わか
り」行動するこ
とと関連させて)

○○○イギリス

○カナダ

○○○日本
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• では，今回参加の方々は，次の問いにどう反応なさりますか。
できましたら，ご自身のお取り組みやご体験にも関わるような
形で，率直にうかがえましたらありがたいです。

かけがえのない主体として自身で「知り」「わかって」から「できる」よ
うにするため，特に養成課程において（提供者・受講者それぞれの立場あ
り），何が共通して取り組まれ，その際何の性質を有する教材・施設・設
備をどのように利活用しているのか。そして，その目的をかなえうるのに
国・領域を超え共通する条件とは何か。
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付記
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• ご清聴ありがとうございました。

• 今後の発展とそれによって可能となりうる課題解決
に向け，忌憚なきご意見ご提案をよろしくお願いい
たします。
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応⽤課程事例⼯学分野（機構）
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教育と社会階層

世俗的な知識のみ
被⽀配層・下層

⽀配層・上層
難解な知識で⽀配

教育
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「職業訓練関係資料集」
 の編集について､

田中 萬年

2023年11月18日
第７４回エルゴナジー研究会

（日本職業教育学会関東地区部会）

2023/11/18 エルゴナジー研究会 1

《昭和20年～昭和33年》
＜上＞＜中＞＜下＞

独立行政法人高齢・障害・求職者支援機構
職業能力開発総合大学校基盤整備センタ─

研究チーム

元教授

名誉教授

准教授
事務局 砂田栄光 基盤整備センター企画調整部企画調整課

統括マネージャー

2023/11/18 エルゴナジー研究会 2

2023/11/18 エルゴナジー研究会 3 2023/11/18 エルゴナジー研究会 4
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用語「職業訓練」と”Vocational Training”
ＩＬＯの”Voational Training”

ＧＨＱの”Voational Training”

職業補導と”Voational Training”

技能者養成と”Voational Training”

「職業訓練法」の「職業訓練」
「学校教育との重複を避け、密接な関連」を持つ規定とは？

職業補導にも技能者養成にも有った「知識」を削除した「職業訓練」
2023/11/18 エルゴナジー研究会 22

『労働課便覧』目次

2023/11/18 エルゴナジー研究会 23

「職業訓練プログラムを開始するもう一つの同じく重要
な理由は、働く権利、能力に応じた教育を受ける権利、
職業を選択する権利など、憲法に定められた民主的概念
の一部に命を吹き込むことであった。」（谷口雄治訳）

職業訓練は「教育の機会均等＝『教育の民主化』原理
の労働の分野における発現であり、憲法で保障された
職業選択自由の権利実現の場とすることにある。」
（竹前栄治『アメリカ対日労働政策の研究』、1970）

「教育は、人間を特別な職業の訓練に適合させながら、その職業の枠内で優れた
〔申し分のない、よく適合した、あるいは良い〕個人的、社会的生活を達成させ
易くする精神、意思、感情について修養を分かち与えることを目的とする。」

（1946．12．5．）ＧＨＱの大学担当官フイリップ・ウェンデル・
シェイの「教育基本法」の「第1条改定案」の提言。『五十年』2023/11/18 エルゴナジー研究会 24
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の は可能か？､
本資料集は

社会学、経済学、そして教育学によって捉えら
れた、それらの学問の補完的な職業訓練ではな
く、
働く人の、あるいは働くことを希望する人の
生きること、働くこと、そして学ぶことを三位
一体的に捉える
職業訓練のアイデンティティーが存在すること
を認識できると言える
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                                        2023/11/18 第 74 回職業教育学会関東地区部会 倉田研一 

 

              理美容師教育研究のこれまでの成果報告 

 

2023 年 9 月 27 日に学位(名古屋大学)を取得しました。テーマは「戦前期日本における理髪制度の

成立過程に関する研究」です。長い道のりでしたが、研究成果が認められ、非常に光栄に感じておりま

す。2007年に関東地区部会（エルゴナジー研究会）の出席を許可され発表もし、ここが私の研究活動の

原点です。以下履歴、研究開始の動機、博論の要旨、調査での問題について述べます。 

なお博論の主査は、名古屋大学大学院丸山和昭准教授(高等教育)、副査は同辻浩教授(社会教育)、

同江頭智宏教授(ドイツ教育史)以上の各先生方に御世話になりました。有り難うございました。 

 

1． 履歴 

  学 歴 

 1974 年 東洋大学文学部教育学科卒業（無報酬の動機づけ的効果に関する一考察で校友会賞） 

 1980 年 コーセー高等美容学校夜間課程卒業(1982 年美容師免許取得) 

 2010 年 放送大学大学院文化科学研究科文化科学専攻修士課程修了(2008 年入学) 

 2023 年 名古屋大学大学院教育発達科学研究科博士後期課程満期退学(2014 年入学) 

  

  職 歴 

 1975～1977 年 東洋大学教育学研究室非常勤事務 

 1977～1987 年 コーセー高等美容学校教諭(社会、受験講習担当、現コーセー美容専門学校) 

           小林コーセー(現コーセー化粧品)研究所 研究第一室(統計調査) 

 1988～2001 年 有限会社ビーゴ 「西洋の家庭料理 くらた」店主(1995 年調理師免許取得) 

            ⇓ 母うつ病で要介護となり店を閉じ、介護と友人の店の手伝い生活に入る 

 2008～2019 年 老人介護福祉施設 アリア二子玉川調理室 

 

2． 研究開始の動機 

 2006 年旧コーセー高等美容学校同窓会(現在は学校法人と成りコーセー美容専門学校)の副会長

となり、同窓会費流用問題(同窓会名簿の作成)の処理に当る。同窓会に無断でしかも別法人の立場で

ある学校の姿勢を追及した。しかし同窓会名簿発行の経費として出費した訳で、追求される様な行為に

は該当せずとの回答があった。結局話し合いは平行線で、東京都にこの件を訴えることも考えたが、そ

の怒りを研究に振り向けた方が建設的だという友人の一言で、研究を開始した。さらに美容師試験につ

いて養成業界の幹部たちを批判したことが原因で、退職を余儀無くされたことを思い出した。それで美

容学校教員時代に、疑問に感じたことを、論文として表現することにした。 

｢なぜ美容は、デザインという位置づけにならず、衛生領域の範疇に存在するのか｣、｢美容における

基礎的技術とは何か｣、「美容の基礎教育は、まずデザインをするところから始めなければ意味がないの
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では」、｢髪型を創作するための基礎教育と称して、なぜ個別の美容技術だけを、それも手技だけを教

えているのか、本来は造形教育に準じた教育でなければならないのではないのか｣、｢手法は教えられ

ても、何を創るかを教えることは、出来ないと美術教育では言われ、美容教育も同様だと思うが、それで

は表現されたものの見方や、鑑賞の仕方を、どうして教えないのか｣、｢基礎的技術は、同じ動作の繰返

しによって体幹にある一定の所作を身につけさせるように感じたが、なぜこの訓練が必要なのかという説

明が無いだけでなく、教員自身も分かっていないのは、なぜなのか｣、｢体力を考えると学び始める時期

は、後期中等教育の年齢が相応しいのではないか｣、｢なぜ衛生管理に関する教科にウエイトが置かれ

ているのか｣、｢専門科目の中で生理解剖や皮膚科学などは、特に美顔術いわゆるエステで必要な知識

だと思うが、エステは美容師免許がなくても業務できるのはなぜなのか｣、｢技術の基礎だと称して教授し

ていることが、営業技術とかけ離れた技術であるのはなぜか｣、｢なぜ業務独占資格でなければならない

のか｣、｢資格試験に実技は本当に必要なのか｣、｢そもそも資格試験は、必要なのか｣、｢各種学校・専門

学校が養成を独占しているのは、なぜなのか｣、｢1990 年代までは、学校法人認可外の美容師養成校

が存在したのはなぜか｣、｢養成校は誰のために存在しているのか｣、一方生徒については「算数の乗除

ができない学業不振の生徒が、少なからず存在したのはなぜなのか」、｢現役の看護師や銀座のホステ

スなど、セカンドキャリアを求めてだと考えられる人たちがいたのは、なぜか｣、さらに大学での美容師養

成について｢なぜ高等教育で教員を養成しようとしないのか｣、というように、疑問の数々を持っていた。 

以上のような問題意識が研究する事に結びついてはおらず、理美容の養成業界は、教員が美容技

術以外の教育研究をすることは、タブー視していたと考えられる。これこそが徒弟制度の中に現在の理

美容師養成も存在していると言えるのではないのでしょうか。そこを去り束縛から解放されたことで、研究

を可能とする立場となりました。しかし実際の研究テーマを絞り出すことは簡単ではありませんでした。現

在の学校を研究対象とすることは困難で、結局戦前期の制度を中心に歴史研究をすることにしたのが、

修士 2 年の 8 月で、以降これまで同じテーマで研究を継続してきた。 

 

3． 博論の概要 

 理髪制度に関する研究論文(旧産業教育学研究誌に 2 編あったが、問題のある論文であった)はこれ

までほとんど存在せず、研究分野で言えば公衆衛生学に該当する内容であって、教育学研究からやや

逸脱しているとも言えます。しかし現在の二つの法律による理容師と美容師の養成制度は、戦前の道府

県別理髪規則に基づく制度（理容と美容を同一規則内で規制）に原点があると考えます。また本稿は、

これまで未開拓であった美容系の各種学校・専修学校研究に先鞭をつけたことに成り、今後の研究の

発展が期待されると考えます。 

幕末以降様々な感染症の流行に見舞われた日本は、その対策の一つとして理髪所(女髪結も含む)

における衛生管理を義務づけた理髪規則(京都が最初)を、各道府県が制定しました。さらに大正期以

降美髪学校(美容学校)と理髪学校(理容学校)が設立され、加えて規則違反対策を目的に規則強化と

いう意味で試験制度(大阪府の試験導入の経緯を明らかにした)も導入されたことで、理髪規則上でも、

すべての府県でとは言えませんが、養成制度の萌芽が認められます。つまり道府県認可の理髪・美髪

(美容)学校を卒業すると、無試験で資格が付与(一部の試験を免除する場合と、無試験認定を採用しな
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かった府県もある)されるという制度が該当します。ここが戦後の法律による養成制度へと受けつがれて

ゆくことになります。なお戦前の資格は営業資格、戦後は法律により業務独占資格となっています。 

 先行研究では、理髪制度が公衆衛生分野に深く関わるということに触れていながら、そのことを証明し

た論述はこれまで、存在しませんでした。本稿はこれを証明した最初の論文と言えます。 

 補論として、戦前期東京府で設立された美髪学校(美容学校)の設立目的について考察しました。全

国で美髪学校の調査をしましたが、満足な文書館史料が得られたのは、東京府認可の学校だけでした。

大正期に設立された美髪学校は、業界(女髪結)の地位向上、昭和期に入ると女性の職業的地位の確

立といった設立目的が読み取れました。 

 理美容業界全体としては、江戸期に賤業と見做されたことからの脱却からはじまり、昭和期に入ると現

代にも通じる、産業としての美容及び理容の業界の発展(揺籃期ではあるが)が認められます。毛髪のカ

ットやパーマやセットをする理美容業、化粧品開発製造、美顔術(エステ業界)の発展、美容の専門分野

化(メイク、ネール)などなどが、これに該当します。さらに戦前期女髪結・美容師として活躍した女性のラ

イフヒストリーも加えました。初等教育も受けず女髪結と成り、学校設立を果たした女性から始まり、専門

学校(女子美)を卒業後に独学で髪結となり、美容系実業学校設立を成し遂げた人まで紹介しました。 

 

 4． 調査での苦労 

 当初は現在の学校について研究対象(教育内容)とするために、資料集め(学校案内など)に躍起とな

りました。しかし学校の協力無しにこの研究は出来ないと判断して、戦前期の制度研究をするために文

書館史料を収集する事にしました。修士論文は東京都と大阪府だけの調査で済みましたが、博士課程

では全国の公文書館に行かねば成らなくなりました。調査費をある財団に応募し得ようとしましたが、叶

わず自費でまかないました。さらに仕事もしていたために調査を如何に要領よく最小の経費でということ

が最大の課題となり、目的の調査が正確に出来たのか不安でした。主に道府県の公報が調査対象でし

たが、閲覧の手続き方法など道府県で相違があり、慣れるまで時間を要する作業となりました。 

 文書館史料には限界があり、新聞記事と雑誌に目を向けることになりました。これは慶應大学の米山

光儀先生(社会教育)の講座に加わり、福澤諭吉の著作を読む中で気が付きました。新聞雑誌は主に国

会図書館での収集作業となりました。2018 年に慶應の米山先生の大学院のゼミで、雑誌記事に見る美

容関連情報の推移と題する発表は、それまでの文書館調査結果を一変させる内容となりました。慶應の

院生には、調査の手法を学んでほしいとの意図があったようです。さらに 2021 年以降コロナ問題もあり

公衆衛生関連情報量が、飛躍的に進展して私の研究を支えてくれました。コロナの発生がなくば、どう

なっていたでしょう。多くの犠牲者を生み、閉塞感漂う社会となりましたが、その反面私の研究は成果を

みたという皮肉な話になりました。犠牲者の方々のご冥福を祈るばかりであります。 

 

 5．謝辞と今後の活動予定 

 能開大名誉教授田中萬年先生、能開大新井吾朗先生、日体大上田幸夫先生、福岡大学植上一希

先生、駒澤大学番場博之先生、慶應大学名誉教授米山光儀先生、元 JR 東海長谷川晴通氏、以上の

方々に衷心から感謝申上げます。今後は理美容師養成研究会を創設し、研究を継続する予定です。 
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